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はじめに
本稿の目的は，慶尚北道義城郡において農村女性グループが実施する「仕事を持たせる事業」（以
下，女性起業活動）を分析することにより，農村女性の経済的自立の実態とその活動の教育的意義を
考察することである。
生活改善事業とは，1955年ミネソタ大学の家政指導専門家のシモンズ（D. simmons）女史らのメ
イシー報告書の建議（１）を契機に，韓国で開始された農村生活の合理化を目指す啓蒙運動である。近
年，こうした農村女性グループを母体とする起業活動が盛んに行われており，その件数は，それが発
足した 1990年当時と比べると，2003年には 34倍にも増えている（２）。韓国における女性起業活動は，
女性の経済的な自立や農家生活の向上を目的に，1990年に生活技術教育を基軸とした女性に対する
政策の一環として展開された。女性起業活動では，農村女性の知恵や技術を導入し，地元農産物の生
産や加工・販売活動が行われるほか，農村の景観や自然環境を活かしたグリーンツーリズムなど「体
験交流型事業」にも挑戦している。女性起業活動におけるこうした多様な実践は，未だに家父長的意
識が根強く残り，女性の主体的な経営活動が排除されてきた農村社会において，女性の経済的自立や
社会的地位向上の契機になるとともに，地域社会の活性化に貢献しているのではないか。特に，女性
起業活動の一環として行われた生活技術教育では，起業セミナーや体験実習などを様々な形での相互
交流が促され，これらを通じて，女性同士の情報交換やコミュニケーションが図られると同時に，地
域コミュニティの活性化が促進されたのではないか。
このように女性の経済的な自立や地域コミュ二ティの相互交流の場，そして教育の場として機能し
てきた女性起業活動には，1990年代後半から注目が集まっている。
農村女性による起業活動についての従来の研究（３）については，農村女性による起業を経営的・教
育的活動としてとらえており，女性起業を活性化させる方案や課題を明らかにしているものの，起業
活動を社会教育的側面から位置づけ，女性の経済的自立や主体的な活動を促すものとして検討してい
るものは管見のかぎりない。そこで本稿では，慶尚北道義城郡における生活改善事業と農村女性グ
ループによる普及活動を対象に，女性による起業の活動内容を検証し，女性の経済的自立とそのため
に行われる教育の意義を社会教育の側面から検討する。さらに，農村女性による起業に関して，今後
の発展に向けた方策や課題を考察する。
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慶尚北道義城郡を選定した主な理由としては，2つがある。第 1の理由は，当地域は，高齢化によっ
て経済的に沈滞していた中山間の農村地帯でありながら，多数の女性経営者が長期にわたって活動能
力と実績を着実に積み上げ活躍（４）しているからである。第 2の理由は，義城郡における女性グルー
プは，組織力がよく，道内でも一番多くの 15グループ（５）が協同で産直活動に参加・活動をしており，
特に「ガウルビッグウン」という共同グループを設立し，起業活動を行っているからである。
１．義城郡の特徴
本研究が実証の場として選定した慶尚北道義城郡の地域的特色を 4点記す。
第 1の特色は，立地の経済的特徴である。義城郡は，慶尚北道の中央部に位置し，国道 5号線の 4
車線化により，近隣都市からアクセスがよく，内陸交通の要衝地と言える。このような地域的な利点
を最大限に活かし，産業構造は，伝統的な農業中心から農業と工業の並存へと転換している。
義城郡は，慶尚北道の総面積 19,021 km2の 6.2％を占めている。農耕地の面積は 216.5 km2で，林
野面積 835.764 km2に比べて約 4倍も少なく，しかも徐々に減少している。地勢は，東西に長く，南
北に短い蝶が羽を広げたような形をしている山間の農業地域である。気候は，寒暑の差が大きく，蒸
発量と日照量が多い典型的な内陸盆地である。こうした地形的特性から洛東江の西部の沿岸地域は，
水稲が中心となっており ,他の中山間地域は畑地帯となっている。
第 2の特色は，若年層を中心に農業就業者の流出が著しく，農作業の大部分を高齢者や女性に依存
している点である。特に，高齢化率が全国で最も高い地域として知られており，高齢者の福祉問題や
彼らの能力の活用を通じた地域経済の活性化が急務である。この中山間地域の課題がある中，同地域
が自主的な取り組みを行うため実施したのが，農村女性グループの結成である。グループ活動とは，
行政の支援下で農村女性が中心となって地域の特産物の開発や生産を行う起業活動である。
第 3の特色は，義城郡では，地域に息づく農村女性の知恵と技術を活かし，そこから生まれた農産
加工物を通じて地域の広報及び地域の活性化を図るとともに，女性の社会的・経済的な地位向上や生
活意欲を喚起しようとしている点である。
第 4の特色は，義城郡では，農村と都市間の交流や，地域経済の再建を図ろうとする活動が行われ
てきた点である。同地域では，「農村体験教育農場育成」「農村伝統テーマ村の造成」などの農村体験
事業やこれを支援する「農村体験地域ネットワーク」が実施され，農家，地域住民，都市の人々との
懇親が深められると同時に地域の経済発展が図られた。特に，今最も重視されているのが農村女性に
よる起業を支える生涯学習と，地域社会における女性指導者の育成である。
２． 慶尚北道義城郡における「生活改善会」による普及事業と農村女性による起業活動
2－1．義城郡における「生活改善会」による普及事業と農村女性グループ
慶尚北道義城郡の「生活改善会」は，郡下の農村地域である 1邑 18面を中心に開始された生活向
上を目指す国家主導的性格を持つ学習団体であった。当初の生活改善活動は，衣食住や保健衛生の改
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善，虚礼虚式の打破や生活意識の向上など，貧困削減を目指す事業が中心であった。これらの事業の
ほか，1960年代から 1970年代の後半まででは，育児，副業に関する技術の訓練，栄養改善など，生
活面で女性を教育し支援することに重点が置かれていた。その後の活動としては（６），農村女性の社
会的・経済的な地位向上および権利の獲得を目標とした女性起業活動，都市と農村間の交流事業，農
村女性の生涯学習促進，環境保全事業などが実施されている。
ここで注目すべきは，「生活改善会」の結束力である。「生活改善会」は，官製的な組織であり，自
主性に関しては限定的な側面があった。しかし，組織の女性たちは普及活動を行うことにより，次第
に会員相互間の団結力を高め，「自らで何かをしなければならない」という自主性や実践力が生まれ
ることとなった。また，グループ活動に参加し，普及活動の輪が広がることは，社会参加型の組織の
形成を意味していた。
義城郡の生活改善事業は，「義城生活改善会」が行う普及活動を中心として推進されてきた。この
改善会は，農家の合理的な家庭生活づくりを目標に，「農村女性を悟らせなければならない」という
意識の啓蒙教育から始められた。現在でも啓蒙教育は，農村女性の生涯教育という視点から行われて
おり，「研修会」「農村女性起業家教育」「国内外の現地視察教育」「起業セミナー」など（７）を通じて
理論的に理解させながら，実際に自分の目で見ることで知識を習得させることを重視している。　
改善会の中でも，1993年に発足した「ガウルビッゴウン」では，農村女性による起業活動を女性
の経済的な自立および地域経済の活性化につなげようとしている。また，「ガウルビッゴウン」は，「韓
国女性農業人会」「セマウル婦女会」「慶尚北道生活改善会」といった地域女性団体や，「生活改善中
央会」といった全国的なネットワークと交流を深める中で，経済的な地位向上という共通の目標を持
つ他の地域の女性たちとのかかわりを広め，社会性の涵養や人間関係の構築を導いた。
「義城郡生活改善会」に所属する会員数（８）は，1958年の発足以来徐々に増加したが，1977年から
1988年にかけて，全国の女性組織がセマウル婦女会に統合・廃合され，組織自体はその数を把握で
きない。その後，1989年からは「生活改善部」の名称で再活動を展開し，現在に至っている。会員
数は，2004年を境に減少に転じたが，その理由としては（９），他の組織への二重加入者の整理と高齢
者の脱退，市郡単位の組織の整備などが挙げられる。これらの改善会では，様々な賞を設けられ，農
村における地域資源の価値に対する意識の高揚が図られるとともに，女性の社会参画と自主的な活動
を促進させた会員（10）やグループが活躍している。「義城郡生活改善会」における農村女性による起業
活動は，当初，10～ 15人くらいのグループで行われたが，現在では，起業活動における役割分担や
指導者の不在など（11），経営面で様々な問題が発生している。
このように「義城郡生活改善会」には，仲間意識を育てる場としての役割を持ち，その活動の内容
は，時代を問わず行われ続けている「農家生活改善事業」と「元気ある地域づくり事業」について述
べる。まず，「農家生活改善事業」では，①農民の健康と文化的生活の確保を目的に，「栄養改善事業」
「台所の改良」「メタンガス施設の普及」「団体給食場の設置」「農繁期の託児所の運営」などの普及活
動，②生活の質や福祉の向上を目的とした「農民健康管理室づくり」「農民休憩室」の設置，③ネッ
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トワーク形成を目的とした「農村女性組織の育成」「移住女性の農村生活適応支援事業」「生活技術教
育時間と交流活動」が実施されている。
次に，「元気ある地域づくり事業」では，地域の農産物を利用した食品加工・流通・販売などの活
動を通じ，所得向上や経済的自立のみならず，地域経済の再生に寄与する活動が行われている。なお，
義城郡の行政は，農村女性の意識向上と能力開発を目標とする「リーダーシップ教育」「女性農業人
情報化教育」「生活技術教育」など，多様な「女性農業人教育」を行っている。
2－2．義城郡における農村女性による起業活動
「義城郡生活改善会」では，農家生活に根ざした多彩な能力を持つ会員やグループが活躍しており，
中でも「ガウルビッゴウン」は，最も主体的な起業活動の実践として評価されている。義城郡の農業
人口が 26,889人と郡民の約 45％を占める（数値は 2008年の統計による）典型的な農村地帯である義
城郡において「ガウルビッゴウン」が結成された理由は，以下の言葉に集約されている。「農業収入
が少なく農家生活自体に希望がなかった。義城郡を代表する特産物はおろか，加工品 1つもなかった
時代があった。あの時はいろいろ大変だった」（12）。このような現実を変えるため，農村女性たちと普
及教育センターが力を合わせ立ち上げたのが「ガウルビッゴウン」であった。
当初，「ガウルビッゴウン」の会員は，普及センターが行う実践的な講座やセミナーといった講義
形式の教育と，現場見学・実習，事例発表といった参加形式の教育を受け，起業に必要とされる基本
知識や技能，そして経営技法を習得していた。このことは，女性起業家へのインタビューからも窺え
る。「私たちは，起業活動をするため，『仕事を持つことを目標とする』研究会を組織し，年 40回以
上の教育を通じ，意識を変化させるとともに，専門家たちとの連携による活動を行っている」（13）。こ
のように教育事業として開始された「ガウルビッゴウン」は，以下の 3つの特徴を持っている。
まず第 1の特徴は，女性の自発性や自立性の視点からみると，「上から言われるから，参加しなけ
ればいけない行事や地域社会の仕事もあって〈……中略……〉でも，しないといけないし」（14）という
ように，政府事業の性格はあったが，農村女性の主体的な活動を促してきたことである。第 2の特
徴は，地元の行政機関が事業を主導してきたが，大学や研究所や企業が共同で推進する「産学研合
作」（15）も行われていたことである。第 3の特徴は，農産物の加工において必要な労働力の確保に関し
ては，「近隣の人たちが来ていつも手伝ってくれるよ。一人で起業活動は無理だね。」（16）という言葉に
現れるように，「お互いに力を貸し合う相互扶助の方式（ユイ）」で行われたことである。また，「ガ
ウルビッゴウン」では，住民間の交流や情報交換がなされ，これは「知っている人が知らない人を教
える」機会にもなり，地域社会の教育力を高めるよい契機でもあった。それは，「最初はお互いにぎ
ごちなく，お互いに牽制したよ。でも今は，地域で相互協力している」（17）という発言にも現れている。
地域社会における協同的学習を重視する会員たちは，起業活動を通じて経営マインドの向上と経済
的価値の付与を図った。こうした目標を実現するため，女性たちは「農村女性の創業課程」（2008～
2010年）という教育プログラムを通して，「自己変革」の機会を得ることになった。次の言葉は，経
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営意識の改革や教育，幅広い人間関係の構築の重要性を指摘する女性起業家の発言である。「無理な
投資をしないこと，教育を積極的に利用すること」を常に心がけており，「多くの人々との人的なネッ
トワークを持つ」ことを大切に考えた。そして「起業活動において，数多くの問題を共に悩んで共に
解決する人々との関係を，共に教育を行うことにより，維持すること」。女性に対する教育が起業活
動を促進させる上で基盤にあったと言われる理由であろう。
「ガウルビッゴウン」における起業数は，1993年の 1社をはじめとして，2010年現在では 21社に
至っている（18）。「ガウルビッゴウン」での売り上げは，毎年，上がり，2007年には全体で 15億ウォ
ンに達した（19）。地域の活力が低下する中，女性たちによる現金収入は，個人の経済的エンパワーメ
ントになるとともに，地域再生を通じた男女の雇用創出（20）につながった。こうした結果がもたらさ
れたのは，女性自ら主体的に起業活動に参加・実践したからであり，さらに，行政的な支援や指導の
役割（21）も欠かせない。
行政は，生活改善活動や郷土文化活動，起業活動・地域おこし活動の効果の向上を目標として，『愛
の畑の音』『郷土の食文化』『農村女性のソンマッ・ソンシ（腕）』などを発刊した（22）。また，起業活
動に関するホームページの作成および電子商取引による運営活性化に関する教育を行い，ネット販売
や予約受付だけではなく，他の起業家とのネットワークづくりを図った。特に，農村女性の経済的な
自立や地位向上を目指し，女性本人名義の通帳と土地を持つよう指導した。「自分名義の通帳はみん
な持っている。それは当り前だ。センターでは，起業活動の収益金や土地の名義をすべて旦那さんの
名前にしないように勧告しているよ」（23）。こうして「ガウルビッゴウン」は，行政との連携のもと活
動を行い，毎年，売り上げを上げ，固定顧客を確保（24）するようになった。
なお，「ガウルビッゴウン」では，地元農産物の安全性や安心性を確保することを目的に，会員た
ちが協同で 2006年「女性起業電子ビジネス法人」を設立していた。ここでは，ソーシャルネットワー
キングシステムを用い，特産品に関する生産地・代表者・連絡番号などの情報を公開したり，ミニ
ホームページを開設したりすることで，商品に対する信頼度や知名度を高めると同時に，女性起業家
同士の交流，起業家と消費者との新たな交流の輪が広がった。消費者参加型の運営方式は，販売の拡
大や収益の増加につながるとともに，女性たちの地域を超えた人的つながりが促進され，女性の社会
参加や活動の増加が結果としてもたらされた（25）。
ここで特筆すべきは，後述するように「ガウルビッゴウン」会員による「多文化家族支援活動」で
ある。義城郡内には，2008年 9月末現在，183名の移住女性（26）とその子女 154名が同地域に多く存
在している。周知のように移住女性の多くは，移住先でのコミュニケーション能力と生活知識が乏し
く，地域や社会との接触が少ないために社会的な孤立に陥りやすい状況に置かれている。こうした現
実を受け，「ガウルビッゴウン」の会員たちは地域社会で暮らす移住女性との共生，彼女らの自立支
援を目指し，地域住民と家族がどのようなつながりを持つか，という人間関係を重視した移住女性へ
のエンパワーメントの支援を行っている。
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３．「ガウルビッゴウン」における起業活動と農村女性の自立
「ガウルビッゴウン」会員による起業活動は，女性の経済的な自立や地域の活性化につながったの
だろうか。これについては，2010年 4月 1日から 25日にかけて「ガウルビッゴウン」会員 14人を
対象としたアンケート調査やインタビューに基づいて考察する。以下では，調査結果で得られた知見
を 5つ述べる。
まず第 1に触れておきたいのは，「ガウルビッゴウン」の起業活動や経営活動において経営者とし
ての意識が高い会員が多いということである。アンケート調査の結果をみると（27），「経営主の意識を
持っていますか」という質問に対し，「はい」と回答した会員は，85.7％で回答者の多くが自己を独
立した経営主として意識している。この結果から，女性の社会参画への意識も向上していることが
窺える。また，「グループ活動から得た所得は誰の名義になっていますか」という質問に対し，10人
（71.4％）の会員が「自分」と回答した。「夫」「その他」は各々 1人（7.1％），「無記入」は 1人（7.1％）
あり，起業活動から発生する所得の管理は女性が持っていたといえる。このことからわかるように農
村女性の起業活動は単なる経済活動に留まらず，個々人の経済的な地位の向上にも影響を与えた。
第 2に，女性の名義となっている現在の貯蓄額の状況や，起業活動から生じる年間の所得について
検討する。まず，現在の貯蓄額の状況は，「100万ウォン以上 500万ウォン未満」「500万ウォン以上
1,000万ウォン未満」が各々 1人（7.1％），4人（28.6％）で，「1,000万ウォン以上」と回答した会員
が 3人（21.4％）であった。また，「貯金なし」「未記入」「わからない」が各々 4人（28.6％），2人
（14.3％），1人（7.1％）であった。
このように会員たちは，起業活動をきっかけに自分名義の通帳を取得し，わずかながらも収入を
得ることで，遣りがいや生きがいを実感することができたと考えられる。また，「最初，私が作った
ものがお金になったときは嬉しかった。起業活動を通じて経済的能力ができるとは，〈……中略……〉
事業のために他の加工技術や（生活技術）教育も受けたい」（28）。というように，起業活動は教育活動
としてとらえられており，学習により身につけた日常生活の知識や技能を自分たちの経済的な自立に
つなげようとした生活に根ざした自立生活（実現）であったといえよう。
一方，「貯金なし」と答えた会員をみると（29），教育費や医療費・保険費などへの支出が多いため，
経済的に余裕があっても貯金ができなかったという例がみられた。以下は，2人の子女を育てる 50
代女性の発言である。「貯金なんか余裕ないです。やはりお金があると，わが息子たちの教育費やお
小遣い，それから家族の医療費や食料費〈……中略……〉貯金は考えられないです」（30）。また，年間
所得の内訳（31）からもわかるように，「1,000万ウォン以上」が 2人（14.3％）で，起業活動を通じて
大きな収入を得ているとは言えない現状にある。
第 3に，家族経営協約（32）の状況である（表 1）。夫と家族経営協約を締結する会員は，3人（21.4％）
を占めており，締結していないと回答した 35.7％を下回っていた。前者の場合は，就業状況に示され
るように回答者全体の 12人（85.7％）うち，2.5割（25％）という低い締結率に留まっていた。また「自
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分名義の土地はありますか」という問いに対し，「はい」と答えた会員は 7人（50.0％）で，「いいえ」
と答えた会員 6人（42.9％）を 1人上回っていた。
こうした結果から，農村女性の社会的活動への参加が進みつつあるとともに，女性自身が経済的に
自立できる力を自分たちの努力でつけようとしていることが窺える。以下は，家族経営協約を結ぶ会
員へのインタビュー内容であり，地域社会活動に対する彼女の自信と抱負が感じられる。「20年前は，
私たちがこんな公に働けると思わなかった。今は，そこそこ収益も上げているし，事業も拡張できた
し，〈……中略……〉農産物加工品は，義城郡内で評判もとてもいい。道内とか海外にも輸出したい」。
このように会員たちにとって，家族経営協約の締結が持つ意味とは，世帯主の夫と同等に経営に参加
し，自分たちが持つ能力を地域社会で主体的に発揮することであり，女性個々人の自立への道を開く
出発点であった。
第 4に，余暇時間の過ごし方である（表 2）。まず，「日常生活の中で余暇時間はありますか」とい
う質問に対し，「はい」と回答した会員が7人（50％），「いいえ」と応答した会員が6人（42.9％）であっ
た。余暇時間を持っていると回答した者のうち，4人（57.1％）が「10時間未満」と答えた。これに
対して，「20時間以上 30時間未満」「30時間以上 40時間未満」と回答した会員は，全体の約 1.5割
に過ぎず，経済的な自立と余暇時間の関係は，必ずしも一致しなかった。むしろ，会員たちの自由時
間は，起業活動によって短くなっている（33）。しかし「大変だけど，当然私たちがやらなければなら
ないことだし，地域住民はいつも起業活動に色々と協力してくれるよ」（34）「本当に円満な人間関係や
人脈は何より重要だ」といった発言にみられるように，起業活動の場で触れ合い，つながりを持つこ
とによって，相互扶助の地域社会づくりができ，有益な時間につながった彼女たちは考えている。
このことは余暇時間の過ごし方からもみられる（表 2）。活動の内容をみると，「読書・勉強会」「文
化生活」「子女と共に」は合わせて約 1.4割に過ぎなかった。これに対して「交際」「ボランティア
活動」「グループ活動」と応答した会員は 6.6割を占めており，地域活動に参加する重要性について
「肯定的な思考方式を持つ」ようになる答えも得られた。「ボランティア活動」に関して具体的に述
べると，敬老会での奉仕活動，環境保存事業，食育教育，ホームヘルパー活動が行われていた。ま
表 1　家族経営協約の締結状況と就業状況
家族経営協約を
結んでいますか
人数 割合
自分名義の土地
はありますか
人数 割合 就業状況 人数 割合
はい 3 21.4 はい 7 50.0 専業農家 3 21.4
いいえ 5 35.7 いいえ 6 42.9 兼業農家 6 42.9
わからない 4 28.6 無記入 1  7.1 農業は副業 3 21.4
非農家・パート 2 14.3 その他 ― ― 非農家 2 14.3
合計 14 100 合計 14 100 合計 14 100
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た，「七色の虹の世界を作っていきましょう」というスローガンのもとでは，結婚を機に韓国に移住
した女性やその家族を対象とした「多文化家族間の関係改善事業」「生活料理教育」「韓国文化体験」
が実施されている（36）。以下のある会員のインタビュー内容から，彼女は家族や他人との関係を大切
に考えていることが伺える。「そうね。私たちは近隣の移住女性が一刻でも早く町の暮らしが自分た
ちの故郷のように感じ，一刻でも早く慣れてほしい。彼女らは他国に来たから寂しがっているし，
〈……中略……〉韓国語や食文化，些細なことまでできる限り助ける」。このように移住女性の自立や
生活適応を，地域社会とのコミュニケーションを基盤に支援する試みが進められていった。
第 5に，地域コミュニティ活性化の担い手である女性たちは，どのような地域事業に関心を持って
いるのかを検討する。表 3は，「義城郡で実施されている 11の農村生活改善事業を知っていますか」
という質問に対する回答結果である。表 3によれば，義城郡の事業目標（Ⅰ～Ⅳ）のうち，項目別
では「農村女性の経済的自立と地位（Ⅰ）」が 37.1％と最も多くの割合を占め，「福祉農村建設（Ⅳ）
（30.8％）」「地域コミュニティ構築（Ⅱ）（20.5％）」「女性教育（Ⅲ）（11.5％）」がそれに続く。
次に，事業の内容に目を移す。事業の内容により，会員の関心度は異なっているが，関心が高い
もの上位 3つと関心が低いもの下位 3つを挙げる。前者は，「11．農民疲労回復室及び健康管理室の
設置事業（15.4％）」「1．農村女性の起業（創業支援）事業（12.8％）」「5．住民間の愛郷づくり事業
（12.8％）」の 3つである。後者には，「4．家族経営協約事業（1.3％）」「8．農村女性生涯学習センター
運営事業（5.1％）」「7．農村女性リーダーシップ開発事業（6.4％）」の 3つである。このように会員
たちは，「収入が増えて心の余裕が生まれ」，経済的な自立に劣らず健康にも強い関心を持つように
なっている。また，日常生活の中において地域住民との相互交流を大切に考えている。一方，女性の
表 2　会員の余暇時間と過ごし方
余暇時間 人数 割合 時間活動の内容 人数 割合
10時間未満 4 28.6 交際 5 23.8
10時間以上 20時間未満 2 14.3 ボランティア活動（35） 5 23.8
20時間以上 30時間未満 1  7.1 家事・農作業 ― ―
30時間以上 40時間未満 ― ― 読書・勉強会 1  4.8
余裕時間がない 6 42.9 旅行 ― ―
その他（無記入） 1  7.1 健康管理 4 19.0
合　　計 14 100 文化生活 1  4.8
注） 時間活用の内容については複数選択（3つまで　回
答可）で聞いた。文化生活とは，映画・音楽・テ
レビなどを示す。
グループ活動 4 19.0
子女と共に 1  4.8
合　　計 7 100
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自立性を培うための法的根拠となる「農家経営協約事業」や女性への生涯教育の一環として実施され
ている「女性教育事業」は一般に広く知られておらず，その認知度は 1割に留まっている。また，回
答者の人数では高くないが，これらの結果から女性会員たちが地域事業に対して関心があることが推
察されよう。さらに，起業活動に関する意見として，「政府でやっている支援事業の中で一番役に立
つのが教育」という言葉が聞かれたように，彼女たちは生活技術教育をはじめとした様々な女性教育
の重要性を認識していると考えられる。
４．農村女性起業の課題
上述したように「ガウルビッゴウン」における女性起業活動は，自分名義の財産の獲得や経済的な
自立や地位向上，地域社会の再生をもたらすなど，地域社会や産業界に加え，女性自らにとって欠か
せない要素となってきた。しかし，義城郡における女性起業活動は，官製的な色彩を持っており，会
員の活動自体が官の指導下で行われている特徴が多くみられた。また，同地域は高齢化の課題を抱え
ており，後継者の確保が困難な状況にある。さらに，女性による経営活動において法的な地位の明確
表 3　生活改善事業と関連する義城郡の地域事業
目　標 地　域　事　業　内　容 人数 割合
農村女性の
経済的自立
と地位向上
（Ⅰ）
 1．農村女性の起業（創業支援）事業 10 12.8
 2．農村伝統テーマ村造成事業  9 11.5
 3．農村女性の副業所得事業  9 11.5
 4．家族経営協約事業  1  1.3
合　　　　　計 29 37.1
地域コミュ
ニティ構築
（Ⅱ）
 5．住民間の愛郷づくり事業 10 12.8
 6．農心を分かち合おう（休憩空間設置事業）  6  7.7
合　　　　　計 16 20.5
女性教育
（Ⅲ）
 7．農村女性リーダーシップ開発事業  5  6.4
 8．農村女性生涯学習センター運営事業  4  5.1
合　　　　　計  9 11.5
福祉農村
社会建設
（Ⅳ）
 9．環境親和型の農村住宅建設事業  6  7.7
10．農村老人の老後生活指導プログラム  6  7.7
11．農民疲労回復室および健康管理室の設置事業 12 15.4
合　　　　　計 24 30.8
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化が図られていないことが，今回のアンケート結果から明らかになった。以下では，農村女性による
起業について，その課題を 3つ述べる。
まず第 1に，政府の指導・管理がなくなった場合，長期的な活動が可能か否かといった自立性の問
題である。第 2に，第 1節で触れたように義城郡は，高齢者率が全国で最も高い地域であり，50代
が 8割を占めており，平均年齢は 53.6歳である（37）。50代は同地域の人口構造からみれば比較的若い
世代といえるが，今後，次世代の担い手の育成が急務といわれている。第 3に，起業活動における女
性の法的な地位の明確化である。農業経営権に関して，「夫が経営権を持っている」と応答した会員
6人（42.9％）と，「自分」と応答した会員が 4人（28.6％）と（38），男女で大きな差はみられなかった。
このように農業経営権は法的に明確化・文書化されているものの，女性の能力が正当に評価されてい
るとは言い難い状況にあるなど，男女双方の意識変革と女性の自己決定能力の育成，家族経営協約の
普及・拡大が求められている。
おわりに
本稿では，慶尚北道義城郡における農村女性グループの事例を対象に，同グループの起業活動を考
察し，農村女性の経済的自立の実態とそこで行われている活動の教育的意義を明らかにした。
慶尚北道義城郡における生活改善事業は，単なる農家生活の改善から一歩前進し，農村女性の経済
的自立を目指す起業活動へと発展していった。同地域における生活改善事業の核として発足した「ガ
ウルビッゴウン」は，地元農産物の生産活動や加工・販売活動，農村の景観や自然環境を生かしたグ
リーンツーリズムなど「体験交流型事業」活動により，地域を社会的・経済的エンパワーメントする
同時，新たな雇用の創出，持続可能な地域社会建設づくりに貢献している。特に，地域社会で暮らす
移住女性との共生や彼女らの自立支援を行い，移住女性をエンパワーメントする同時に，地域コミュ
ニティの構築に役に立っている。
そして「ガウルビッゴウン」の女性たちは，多彩なグループ活動に参加し，様々な体験や交流を通
してやりがいと仲間づくりをしながら，普及活動の輪を広げ，社会参加型の組織を形成していった。
また，女性自身で社会的・経済的に自立できる力を自分たちで身につけようとしており，男性と対等
に経営に参加し，自分たちが持っている能力を地域社会で主体的に発揮しようとした。さらに，地域
の人間関係を基本とする女性の起業活動は，一人ひとりの経済的エンパワーメントを指向するととも
に，地域コミュニティ活性化に寄与していた。
以上のように，生活改善事業の視点からみた農村女性の自立について検討すると，同事業における
女性の自立は，女性起業活動においてなされた女性相互間の人間的触れ合いと地域社会の教育を通し
て，実現されてきた。特に，女性起業活動は，女性が自主的に経営活動に参画し，自分たちの現金収
入を確保することによって女性一人ひとりの経済的・社会的な自立や能力を向上させる機能を果たし
た。さらに，地域おこしや地域コミュニティの構築，女性の社会参加の重要性や生活の質の向上，農
村生活の価値を再評価する良い契機となった。
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つまり，生活改善事業における女性の自立は，日常生活の中での人間関係とコミュニケーションか
ら学んだエンパワーメントの実践から生まれるものであり，女性自らが自主的に生活を営むことが自
立と言えた。その生活の場としての役割を果たしている女性起業活動は，本論のインタビューやアン
ケート調査の結果が示すように，女性の経済的な自立や地位向上を地域社会や産業界に期待と希望を
持たせつつ，地域コミュニティ再生に大きな役割を担っていた。しかし，起業活動は官主導的な性格
を持っており，長期的な活動が可能かという課題がある。今後は，女性起業活動の継承を支援する観
点から，女性が持っている経験や技能を評価する教育的体制の構築について検討する必要がある。
注⑴ 農村振興庁『農村生活資源事業 50年の足跡』農村振興庁，2008年，pp. 3–6。
　⑵ 女性起業活動は，1990年から 2003年まで実施された農村女性政策として 2004年からは男性も参加できる
事業へと変わり，その名称も女性起業活動から農業人起業活動へと変更された。事業は官主導で中央政府や
地方政府でそれぞれ行われた。
　⑶ 鄭金柱「女性農業人のための職業教育」（『韓国農村指導学会誌』第 11巻第 11号，韓国農村指導学会，
2004年），pp. 67–81。金福圭「農村女性イルカンガッキ事業分析」（『社会科学論叢』第 24巻第 1号，啓明大
学校社会科学研究所，2005年），pp. 29–54。
　⑷ インタビューに応じた女性たちとその会員たちは，多数の賞を受賞し，その実績が高く評価されている。
ある会員は 40個以上も賞を獲得した人もいる。
　⑸ 「リスト」（ガウルッゴウンホームページ）http://www.fallcolor.co.kr/（2010年 8月 30日閲覧）。
　⑹ 慶尚北道『慶尚農村振興四十年史』慶尚北道農村振興庁，1993年，pp. 617–621。
　⑺ 慶尚北道農村振興庁『農村女性起業活動冊子』を参照。
　⑻ 慶尚北道農業技術院『農村事業報告書』慶尚北道農業技術院，2003年から 2009年を参照。
　⑼ 慶尚北道農業技術院『2007農村事業報告書』慶尚北道農業技術院，p. 627。
　⑽ ある女性は，個人として様々な農業経営や技術を習得し，農村女性組織の活性化に寄与していた。
　⑾ 2010年 3月 12日のインタビューの内容である。
　⑿ 2010年 3月 11日のインタビューの内容である。
　⒀ 2010年 3月 11日のインタビューの内容である。また，この話は，農村女性の創業課程において資料とし
て利用されている。
　⒁ 2010年 5月 23日のインタビューの内容である。
　⒂ 「ガウルビッゴウン」の起業すべてが「産学研合作」ではなかった。 
　⒃ 経済的な自立を望んでいた意欲的な個人起業家 20人をはじめとする地域社会における女性たちの共同作業
がみられた。
　⒄ 2010年 5月 23日のインタビューの内容である。
　⒅ 2010年 5月 23日のインタビューの内容である。
　⒆ 義城郡普及センターの職員から提供してもらった資料からであり，タイトルなどはなかった。
　⒇ 1社の事業場に平均 7.6人の雇用者が必要とされる，という報告があった。普及技術センター『女性起業活
動の事業場運営分析結果』普及センター，2007年を参照。
　21 起業活動支援策には，新商品開発・技術教育，都農間の交流行事，起業研究会の支援強化，新技術導入，
専門指導強化などがある。前掲『農村事業報告書』慶尚北道農業技術院，2003～ 2007年。
　22 前掲『2003農村事業報告書』pp. 25–26。前掲『2007農村事業報告書』慶尚北道農業技術院，p. 623。
　23 2010年 5月 23日のインタビューの内容である。
　24 実際の顧客数については，データがない。その理由はネット販売や電話注文のためである。
　25 2010年 5月 23日のインタビューからわかった。
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　26 183名は，ベトナム人 106名，中国人 50名，カンボジア人 13名，フィリピン人 8名，日本人 5名，ウズベ
キスタン人 1名である。「保健・福祉」（FMTVホームページ）http://www.fmtv.co.kr/news/service/article/
mess_21.asp?P_Index＝ 22831&flag＝（2010年 5月 25日閲覧）。
　27 はい（12人，85.7％），いいえ（1人，7.1％），その他（1人，7.1％）となっている。
　28 2010年 3月 11日のインタビューの内容である。
　29 「自分が自由に使えるお金の使い道」という質問に対する答えの結果であるが，項目の内容は，教育費，医
療費，食料費，洋服費などの 12個があった。方法は，12項目の中で大切に考えることを中心に優先順位を
決め，該当欄に番号を付けた。その中で，教育を第 1に選択した会員が 4人いた。そのほかは省略する。
　30 2010年 3月 11日のインタビューの内容である。
　31 「未記入」2人（14.3％）を除くと，残り 10人の年間所得は，「1,000万ウォン以下」であった。
　32 家族経営協約は，日本の家族経営協定を下敷きとしたもので，2002年に導入された。主な内容は，家族構
成員が同等に農業経営に参加し，その成果を共有するように役割分担を明確にするとともに，共同の経営目
標と計画を樹立する。チェユンジ『家族経営協約』農村振興庁，2008年，p. 7。
　33 2010年 5月 23日のインタビューの内容から確認できた。
　34 同上。
　35 会員たちのボランティア活動としては，老人たちの世話をすることや地域社会での行事や交流会，多文化
家族生活支援などが挙げられる。
　36 『農村女性新聞』2009年 4月 6日付。および前掲『2007農村指導事業』pp. 629–630。
　37 年齢の内訳は，40～ 44歳（なし）45～ 49歳（7.1％），50～ 54歳（50.0％），55～ 59歳（35.7％），60～
64歳（7.1％）となっている。
　38 農業経営権の内訳は，自分（4人，28.6％），夫（6人，42.9％），共同（1人，7.1％），無記入（1人，7.1％），
非農家（2人，14.3％）となっている。
